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＜あらまし＞短期大学の初年次キャリア教育科目において進路選択自己効力を向上させることを

目的とした相互評価学習を実施し，受講生の進路選択自己効力の変化を調査した．進路選択自己効力

尺度の各項目の変化を検証したところ 30 項目中 24 項目が有意に上昇しており，特に自己評価，目標

選択，将来設計に関わる項目に変化が多く見られた．相互評価学習の対象となる進路選択課題の内容

が，進路選択自己効力の変化に影響を与えている可能性が示唆された．
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 目的
筆者らはこれまで，短期大学の初年次キャリア

教育科目においてMoodleを活用した相互評価学

習を実践し，受講生の進路選択自己効力が相互評

価学習の実施前後で有意に向上することを明ら

かにした（桑原ほか 2014）．しかし，相互評価

学習が進路選択自己効力のどの要素に影響して

いるのかは明らかではない． 
Taylor&Betz（1983）は，自己評価，職業情報

の収集，目標選択，将来設計，問題解決の 5 つの

要素から成る職業選択能力に準拠して，進路選択

自己効力の測定方法を提言している．そこで本研

究では，2014 年度の授業実践における受講生の

進路選択自己効力の変化を尺度の質問項目ごと

に検証し，相互評価学習が進路選択自己効力の変

化に与える影響を職業選択能力の 5 要素の観点

から検討することを目的とする． 
 
2. 方法 
2.1. 対象 

京都府南部に位置する私立短期大学において，

2014 年度前期に初年次選択科目として開講され

たキャリア教育科目「キャリア形成論」1 年生 3
クラスの受講者 105 名を対象とした． 
2.2. 授業実践の概要 

短期大学 1 年次にキャリア意識と進路選択自

己効力を高めることを目的として，進路選択課題

に関わる相互評価学習を中心とした授業を設計

した．課題は，現時点の自己理解をもとに，卒業

時点，卒業から 3 年後，5 年後，10 年後につい

てそれぞれ目標と目標達成のための方策を考え，

「私のキャリアプラン」と題してプレゼンテーシ

ョンスライドを作成し，発表するという内容であ

る．第 1 回から第 9 回は，キャリアプランの作成

に向けて必要となる社会状況についての知識習

得や自己理解を目的として，ワークシートを活用

した講義を行った．第 10 回から第 15 回で，進

路選択課題のキャリアプラン作成に取り組み，相

互評価と改善，発表を行った． 
相互評価学習システムはMoodleのワークショ

ップモジュールを使い，評価者 1 人につき評価対

象者 5 人を割り当て，匿名評価を行った．評価基

準として，8 項目 5 段階のルーブリックを学習者

に提示した． 
2.3. 尺度，調査時期，手続き 

浦上（1995）の「進路選択に対する自己効力

尺度」（30 項目，4 件法）によって，相互評価学

習の実践前後に進路選択自己効力の調査を行っ

た．すべての調査について欠損値のあるデータを

除いた有効回答数は 95 名である．尺度全項目の

合計点を進路選択自己効力尺度得点として用い

た．得点範囲は 30 点から 120 点である． 
 

3. 結果と考察 
3.1. 実践前後の進路選択自己効力の変容 

受講生の進路選択自己効力尺度得点の平均値

は，相互評価学習実践前が 82.77 点（SD=11.41），
実践後が 89.34 点（SD=12.26）であった．対応

ありの t 検定を行なったところ，有意差が認めら

れた（t(94)=6.075, p<.01）． 
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3.2. 進路選択自己効力尺度の各項目の変化 
進路選択自己効力尺度の 30 項目の事前事後の

変化について，対応ありの t 検定を行った結果を

t 値の高い順にソートしたものを表 1 に示す．30
項目中 19 項目が 1%水準，5 項目が 5%水準で有

意に上昇していた．本研究で使用している尺度に

は，複数の職業選択能力の合力的な項目も含まれ

ているため，各項目がどの要素に対応しているか

を筆者が分類・整理している． 
事後に大きく上昇している項目は (a) 自己評

価，(b) 職業情報の収集，(c) 目標選択，(d) 将来

設計に関わるものが多く，いずれも 80％以上の

項目が上昇していた．これは，相互評価学習の対

象となる進路選択課題が，現在の自己理解をもと

に将来の目標を立て計画を立案する内容である

ことに影響を受けていると考えられる．一方で， 
(e) 問題解決に関わる項目のうち有意であった項

目数の割合は 60％であり，他の要素と比較する

と変化が見られなかったと言える．今回の課題で

は不測の事態が起こった場合の想定や対処がキ

ャリアプラン作成の範疇ではないこと，就職課の

利用など実際の就職活動対策に関わる内容が 15
回の授業であまり扱われていないことが，問題解

決に関わる効力感がさほど上昇しなかった原因

ではないかと思われる． 
今後は，受講生アンケートの自由記述等の質的

データをもとに相互評価学習が進路選択自己効

力変容に与える影響を検証し，自己効力の要素に

応じた授業デザインの工夫を検討したい． 
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